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先急ぎ運転の得失分析システムの開発と一分析
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概要：自動車運行における衝突事故は，当該車両の停止距離よりも進行方向の障害物までの距離（進行方
向空間距離，または車間距離）が短い場合に発生する．衝突事故防止のためには，それぞれの車両の運転
者は停止距離よりも長い車間距離を保持して走行することが必要である．ところが，現実には多くの運転
者が停止距離よりも短い車間距離で走行している．多くの運転者が短い車間距離で走行している要因の 1
つとして，運転者が無意識的あるいは意識的にできる限り早く目的地に到着するようにできるだけ高い速
度走行しようとするような先急ぎ運転をしていることが考えられる．これは，運転者が先急ぎ運転による
旅行時間の短縮という利益を優先し，不安全な先急ぎ運転を選択した結果とも考えられる．先急ぎ運転に
よる事故防止のためには，運転者に先急ぎ運転による利益よりも不利益の方が大であることを理解させ，
平素の運転において十分な車間距離を保持した運転を繰り返し訓練していくことが有効であると考えられ
る．そこで，運転時の移動効率（旅行時間）とその運転における安全度（危険度）を記録・分析できるシス
テムの開発を行った．また，公道上のコースを走行する実験を行い，運転行動の記録，評価，詳細分析を
行った．その結果，先急ぎ運転で得られる時間的利益は平均 6.6%であったが統計的に有意な差ではなかっ
た．これに対して，先急ぎ運転による運転時の不安全度は平均 37.1 ポイント増加し，また，主観調査に
よって先急ぎ運転の方が大きな危険感，疲労感，緊張感を感じていたことを明らかにした．本システムに
よって，平素の運転の危険度を提示することで，日々の運転を通して自然に安全運転習慣の形成が可能で
あると考えられる．
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Abstract: The rear-end collision occurs when the vehicle’s headway distance is shorter than the stopping
distance. It is required to prevent a rear-end collision that the distance between two cars is longer than the
stopping distance of a car. However, many drivers have not taken the distance between two cars greater than
stopping distance. The reason is that they have chosen driving way to arrive at the destination earlier than
safe driving. If hasty driving would bring about disadvantage, drivers would be educated to do safe driving
position. We developed the system for the analysis of advantage and disadvantage of the hasty driving.
Moreover, we had investigated experimentally whether the hasty driving could shorten the travelling time or
not. As the results of experiment, the hasty driving could shorten travelling time by around 6.6% which is
not significant statistically. On the other hand, the hasty driving made unsafe situation and increased stress
more. We could educate the disadvantage of the hasty driving by using this system.
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1. はじめに

自動車は人の輸送の約 74%（人数比），物の輸送の約

90%（重量比）を担っており，我々の生活を支えている（平

成 22年）[1]．しかし，その一方で，自動車による交通事故

による経済損失は 3兆 2,108億円（人的損失額：1兆 4,684

億円，物的損失額：1兆 7,424億）と推定されており [2]，

多くの人命の損失と身体的，物質的な損傷をもたらしてい

る．今後も物や人の輸送における自動車の分担率は高い割

合を維持していくと考えられ，自動車事故の防止は現代社

会においての大きな課題であるといえる．

平成 24年中に発生した自動車事故で最も多いのは追突

によるもので 231,677件（全事故 665,138件中の約 34.8%）

発生している [3]．この追突事故のうち，進行中の前方車

両に追突する事故は追突事故中の約 9.4%であり，多くが

駐・停車中の車両に対して追突している [3]．よって，自動

車運行における進行方向の物体に対する追突は，当該車両

の停止距離よりも進行方向の人や物などの衝突を防止すべ

き物体までの距離（進行方向空間距離，前方の物体が自動

車の場合は車間距離）が短い場合に発生する可能性が生じ

る（図 1）[4]．すなわち，追突事故防止のためには，それ

ぞれの車両の運転者は停止距離よりも長い車間距離を保持

して走行することが必要であると考えられる．ところが，

現実には多くの運転者が停止距離よりも短い車間距離で走

行している．中島らの調査では [5]，東名高速道路の追い

越し車線では車間時間約 1秒で走行している車両が最も多

かったことが報告されている．この調査時の車両速度は時

速 90 kmが最も多く，時速 90 kmの場合の停止距離は約

83.1mとなり（運転者の反応時間：1.5秒，路面の摩擦係

数：0.7車輪固定条件で計算），この条件での安全車間時間

（停止時間より車間時間の長い状態）は約 3.4秒以上とな

る．このことからも，多くの運転者は停止距離よりも短い

車間距離で走行しているといえる．

多くの人が停止距離よりも短い車間距離で走行している

が，実際に交通事故が発生することは稀である．それは，走

行中においては前方の車両がその場で停止しない限り，実

質的な停止距離は前方の車両が停止するまでの距離を加え

たものとなるためである．それゆえに，ほとんどの運転者

は停止距離よりも車間距離が短い状況での走行に衝突の危

険性があるということに気付かない．前方の車両が他の物

体に衝突するなどしてその場で停止するような状況が発生

した場合には，車間距離が停止距離より短い走行をしてい

る車両は衝突を回避できない場合が発生する．追突事故の

約 90%は停止状態の自動車への追突であることからも [3]，

前方車両がその場で停止する可能性は無視できないものと

考えられる．このようなことから，衝突事故を防止するた

めには停止距離以上の車間距離を保持しての走行習慣が重

要である．

図 1 衝突条件

Fig. 1 Condition of the collision.

近年では，ITSによって安全運転を支援しようとする研

究がさかんである．たとえば，一定車間距離保持の支援を

行うようなシステムの実装 [6]，無信号交差点などにおい

て運転者に対して接近車両ありの情報を与えるといった

安全運転を支援するシステムの開発 [7]などが行われてい

る．しかしながら，これらは運転者の運転操作や認知支援

を行う機能であり，運転者の意図的な不安全運転そのもの

を防止することはできない．かつては，時速 100 kmを超

えると警告音を与える装置の装着が自動車には義務づけら

れていたが [8]，多くの人が警告音を鳴らしながら走行して

いたという事実がある．このようなことから，ITSによる

安全運転支援システムが適切に利用されうるようにするに

も，運転者自身が安全運転を積極的に行おうとする意識を

持ち，また，それを実行する必要がある．

2. 先急ぎ運転の防止教育方法

2.1 運転者の得失換算

多くの人ができるだけ速度を高めた運転や前方の車両を

追い抜く運転によって，できる限り早く目的地に到着しよ

うとしていると考えられる（以降，このような運転のこと

を先急ぎ運転と呼ぶ）[4], [9]．これは，先急ぎ運転を行う

ことで目的地により早く到着できるものと運転者が考え，

到着時間（旅行時間）と事故の危険性の得失換算を行った

結果，旅行時間の短縮を優先し交通事故の危険性を軽視し

た運転を選択するためであると考えられる（図 2）．これ

は，人の持つ他よりも先行しようとする衝動（以降，先急

ぎ衝動と呼ぶ）のためであると考えられる [14]．

先急ぎ衝動を持った運転者は，目的地へのより早い到着

のためにできるだけ速度を高めた運転や前方の車両を追い

抜く先急ぎ運転を行おうとする場合が多いと考えられる．

先急ぎ運転では，車間距離が短くなりやすく，追突事故が

発生する可能性も高くなると考えられる．事故を引き起こ

した人に対する調査によると，事故直前は急いでいたと回

答した人が約 50%いたとのことからも [15]，先急ぎ運転は

自動車事故発生の 1 要因であるといえよう．しかしなが

ら，先急ぎ衝動は人の本能と考えられるために，無意識的

に発現することが多い．これを防止するためには，まず，
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図 2 運転者の得失換算モデル

Fig. 2 Model of advantages-and-disadvantages conversion.

先急ぎ運転は利益が小であり不利益が大である事実を運転

者に知らしめ，平素からの訓練によって，同じく無意識的

に長い車間距離を保持する習慣の形成が必要となる．

2.2 教育方法

先急ぎ運転の防止に関わる先行研究としては，松木らに

よる安全運転と先急ぎ運転における得失を比較体験可能

なシミュレータを用いた教育実験があり，シミュレータ体

験後に車間時間が延長する効果があることが示されてい

る [16]．また，実車による安全運転教育を行えるシステムと

しては，合志らによって開発されている安全運転管理教育

システム ASSISTがある [17]．ASSISTでは，車載システ

ムによって運転行動を記録し，リアルタイムに運転者への

指示や警告を行うことが可能なシステムである．ASSIST

を用いた実車実験では，運転中の実時間での教育によって

交差点での一時停止挙動の改善に効果があることが示され

ている．しかし，先急ぎ運転防止教育については具体的な

方法は示されておらず，先急ぎ運転か否かの判断指標につ

いても走行速度のみであり，先急ぎ運転による事故の危険

度増加については考慮されていない．先急ぎ運転の検出手

法については，堀田ら [18]や Raksincharoensakら [19]に

よるものがあり，これら手法を用いることで実車での運転

中に先急ぎ運転の検出を行える可能性が示されている．し

かしながら，先急ぎ運転をシステムが検出し警告などを出し

たとしても，運転者自身が先急ぎ運転の非効率性を理解して

いなければ，システムは有効に利用されないと考えられる．

これらのことから，先急ぎ運転による追突事故防止のため

には，運転者の得失換算において先急ぎ運転による利益より

も不利益の方が大であることを示し，その後，実車での運転

中に実時間での教育を行うことが有効であると考えられる．

2.3 先急ぎ運転による利益と不利益

先急ぎ運転と安全運転における旅行時間，追い越し回

数，急制動回数，および，燃料消費量の比較のための実験

について Cohenらの報告があり [10]，走行距離 1,740 mile

（2,800 km）においての旅行時間，平均速度，追越車両数，

表 1 Cohen らの調査結果 [10]

Table 1 The survey results by Cohen et al.

急ブレーキ回数，燃料消費量，タイヤ摩耗度を調査してい

る（表 1）．この実験では，旅行時間については先急ぎ運

転の方が安全運転の場合よりも 2時間 48分早く到着して

いるが（安全運転 47時間 53分，先急ぎ運転 45時間 5分，

約 5.8%の差），急ブレーキ回数は先急ぎ運転の方が 177回

多くなり，燃料消費量とタイヤ摩耗度についても先急ぎ運

転の方が多くなっている．この実験結果では，先急ぎ運転

によって約 5.8%の時間的利益を得た代わりに，多くの急

ブレーキを必要とする危険な運転となり，燃料やタイヤを

多く消費する経済的な損失が生じていることが示されてい

る．しかしながら，この実験は 1968年に行われたもので

あり，交通環境や運転者の運転意識が現代と大きく異なる

可能性がある．また，日本の道路環境で教育を行うために

は，日本の道路環境での移動効率や危険度を明らかにする

必要性ある．さらに，この実験では複数の運転者が運転と

休憩を交代しながら行ったものであり，運転者の疲労度に

ついては調べられていない．そして，両走行条件での車間

距離の違いに関しての報告もない．

先急ぎ運転による疲労度については，たとえば，1日（16

時間乗務）に 250 km程度の距離を走行するタクシの運転

者を対象とした研究がある [4], [11]．これによると，日常

的に先急ぎ運転を行う運転者は疲労が蓄積しやすく，その

ために休憩時間が長く，収入が少なくなる傾向があること

が指摘されている．

先急ぎ運転と安全運転の移動効率と事故の危険性の比較

については，松木ら [12]と渡邉ら [13]による報告がある．

松木らは最高速度を 40 km/h，50 km/h，60 km/h，70 km/h

に設定したドライビングシミュレータによる実験によっ

て，先急ぎ先急ぎ運転による時間短縮は大きくなく，先急

ぎ運転時には事故に遭遇する危険性が高くなる傾向がある

としている．しかしながら，この実験では，7.5 kmの距離

の走行において最高速度 40 km/h以外の運転では平均 0.5

回以上の衝突事故が発生しており，シミュレータ環境によ

る緊張感の欠如のために現実の運転と異なっていたと考え

られる．これに対して渡邉らは，実車によって最高速度を

40 km/h，50 km/h，60 km/hに制限した運転での移動効率

と衝突事故の危険性について分析し，速度を上げても移動

効率は上がらず，衝突事故の危険性は高くなるとしている．
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しかしながら，この実験は 1台の車両によるものであり，

安全運転時と先急ぎ運転時の交通環境を等しくする配慮は

されていない．そのために，安全運転と先急ぎ運転で移動

効率や衝突の危険性に差があったとしても，その差が運転

方法によるものなのか，交通環境によるものなのかについ

ては不明である．

このようなことから，現実の道路において交通環境がで

きるだけ等しくなる状況での先急ぎ運転と安全運転の移

動効率，衝突事故の危険性および疲労度について分析し，

先急ぎ運転の非優位性を明らかにする必要がある．また，

Cohenら，松木ら，渡邉らの研究では，先急ぎ運転の非優

位性を示しているが，その分析結果を運転者にフィード

バックし先急ぎ運転を防止する方法については述べられて

いない．

そこで，このような安全運転教育を実現するために，運

転時の移動効率（旅行時間）とその運転における安全度（危

険度）を記録・分析できるシステムの開発を行った．運転

者の平素の運転行動を記録データに基づいて分析し，それ

に基づいた運転の改善を行い，さらに，自身の運転の見直

しを繰り返し行うことで，安全運転の習慣を形成すること

が可能となると考えられる．さらに，今後の研究によって

実時間での先急ぎ運転検出が可能になることで，実時間で

の先急ぎ運転防止教育を行うことができると考えられる．

3. 先急ぎ運転の得失分析システム

市街地の道路において制限速度よりも高い速度で走行し

ても，停止信号や前方を走行する車両などの影響によって

停止せざるをえない場合が発生する．そのために，部分的

に高い速度で走行しても旅行時間の短縮はもたらされない

とも考えられる．その一方で，高い速度での走行は車間距

離の短縮を招き，事故発生の可能性を高くする．このよう

な事実があれば，このことを運転者に対して実測データを

基にして知らしめることにより，客観的に自身の運転を見

直させることができる．そして，平素の運転の危険度を提

示することによって，日々の運転を通して自然に安全運転

の習慣づけを行うことができると考えられる．そこで，運

転行動を記録し，先急ぎ運転の得失評価を提示するシステ

ムを開発した．

3.1 先急ぎ運転の得失評価条件

先に述べたように，運転者は運転時に目的地に早く到着

するという利益と，高い速度での走行による疲労や事故の

危険性という不利益を比較し，自身にとって最も利益にな

るような運転を選択しているものと考えられる．運転者に

安全運転を選択させるためには，先急ぎ運転によって得ら

れる時間的な利益が小であり，事故の危険性という不利益

が大であることを知らしめることが重要である．そのため

に，先急ぎ運転による得失の評価要素として，移動効率（時

間的な利益）と安全条件（事故による損失の可能性）とし，

これらを数量的に評価することとした．

3.1.1 移動効率

停止信号などで前方により停止車両がある，あるいは，

交差方向の道路を走行する車両があった場合には，停止せ

ざるをえない．それまで高い速度で走行していた車両が停

止信号などで停止している間に，道路交通法を守って走行

しているいわゆる安全運転車が追いついてくることも考え

られる．すなわち，必要以上に高い速度での運転では，遵

法速度での車間距離を十分保持した安全運転に比べて停止

信号などでの停止時間が長くなり，これにともない旅行時

間も長くなると予想される．この考えから，移動効率を評

価する指標として，走行全体に要した時間（旅行時間）と

走行中に停止していた時間（停止時間）によって評価する

こととした．また，停止時間は旅行時間に対する割合とし

て評価することが適当であると考えられるので，旅行時間

（Ttravel）に対する停止時間（Tstop）の割合（停止割合：式

(1)）も移動効率の評価指標の 1つとした．

停止割合 (%) =
Tstop

Ttravel
· 100 (1)

3.1.2 安全条件

追突事故は当該車両の停止距離（Dstopping）より車間距

離（Dheadway）が短い場合に発生する可能性が生じる．前

述のように追突事故の約 90%は停止状態の自動車への追突

であることから，前方車両がその場で停止する可能性は無

視できないものと考えられる．このために，衝突防止のた

めには，走行中であっても停止距離以上の車間距離保持が

必要となる．このように，追突事故を防止するためには，

停止距離以上の車間距離を保持することが重要であるとい

える．停止距離は式 (2)で求めることが可能である．本論

文では，反応時間（Tr）を 1.5秒，摩擦係数（µ）を 0.65と

設定した．このことから，追突事故についての安全条件を

式 (3)によって評価することとした．この式 (3)で求めら

れる値（CPI）を衝突可能性指数（Collision Prone Index）

と呼ぶこととする [20]．車間距離が停止距離よりも短いと

きに，この CPIは 1よりも大きい値をとり，衝突の可能性

を有すると判断する．また，走行全体の安全性（不安全性）

については不安全割合と呼ぶ指標によって評価した式 (4)．

この式は，全走行時間（Tdriving）に対しての車間距離が停

止距離よりも短い時間（Tcpi>1）の割合を表している．こ

の不安全割合により各走行での衝突に関わる安全度（不安

全度）の評価を行うこととした．

Dstopping = Trv +
v2

2µg
(2)

CPI =
Dstopping

Dheadway
(3)

不安全割合 (%) =
Tcpi>1

Tdriving
· 100 (4)
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図 3 車載システムの構成

Fig. 3 Overview of the system installed in vehicle.

3.2 運転行動記録装置

不安全割合（式 (4)）算出のために車両速度と車間距離，

旅行時間，停止割合算出に運転時間の計測が必要である．

また，詳細な分析を行うための付加情報として前方画像お

よび位置情報を記録することとした．そこで，3.1節であ

げた項目について評価するための情報を取得し記録可能な

車載システムを，安全運転管理教育システム ASSIST を

参考として開発した．運転行動情報を取得するための車載

システムは，車両速度計測のために速度センサ，車間距離

計測のための LIDAR（日産ディーゼル：トラフィックア

イ），前方画像撮影用のビデオカメラ，位置計測用に GPS

（GPS 15xH-W），これらのセンサ情報記録のための組込み

PC（PC Engines: ALIX.3D3）から構成した（図 3）．車

載システムの組込み PCには各センサ情報（運転行動デー

タ）を記録するために記録ソフトウエアを組み込んだ．記

録ソフトウエアは，1秒ごとに半導体記憶装置（Intel SSD）

に運転行動データの記録を行うこととした．

3.3 運転行動分析ソフトウエアの開発

走行後に記録された運転行動データを取り出し，運転行

動の観察，分析を行う運転行動分析ソフトウエアを開発し

た（図 4）．開発にはDelphi6 Personalを使用しWindows7

上で開発を行った．

まず，走行状況を時系列上で確認できるようにするた

めに，前方画像表示時点前後 5秒間分の速度，車間距離，

CPIを線グラフとして描画した．また，現在位置は電子地

図（電子国土：国土交通省）を利用して表示し，走行軌跡

についても電子地図上に描画した．これらの情報を連続し

て再生することで，走行時の状況を動画のように確認でき

る．走行の安全度評価は次の項目を自動的に集計すること

で，任意の走行に対する評価を確認できるようにした．安

全度評価のための不安全割合，移動効率評価のための旅行

時間と停止回数，付加情報として走行距離，走行速度（停止

時間を含まない平均速度），旅行速度（停止時間を含む平均

速度），停止回数（10秒間以上の停止），強めのブレーキ回

図 4 運転行動分析ソフトウェア

Fig. 4 The software to display the driving behavior by gotten

by analyzing the recorded data.

数を分析項目とした．強めのブレーキ回数については，国

土交通省自動車交通局の調査報告書 [21]を参考とし，1秒

間あたり 10 km/h（0.28 G）以上の減速を含む制動を強め

のブレーキと定義して分析した．

4. 実車による先急ぎ運転に関しての実験

4.1 目的

本システムでは，平素の運転行動データを記録し，その

データを分析することで実測値に基づいた先急ぎ運転の得

失評価を行い，分析結果を運転者に提示することで先急ぎ

運転を防止することを目的としている．実際の運転におい

て先急ぎ運転を行った場合，短い車間距離での走行や他車

を追い越す運転を行うことで事故の危険性が増すと考えら

れるが，それに見合う到着時間の短縮は得られないと考え

られる．これが事実であれば，本システムの使用によって

先急ぎ運転によって得られる不利益が大きいことを運転者

に理解させることができると考えられる．そこで，他の車

両に短い車間距離で追従や可能な限り追い越しを行う運

転（先急ぎ運転）と車間距離を十分保持した運転（安全運

転）における旅行時間と安全度に関して，公道での実験を

行った．

4.2 実験方法

安全運転条件と先急ぎ運転条件での交通環境をできるだ

け等しくするために，前述の運転行動測定装置を搭載した

車両を 2台用意し，1台を先急ぎ運転条件，もう 1台を安

全運転条件で出発させた（先急ぎ運転条件が先に出発）．3

秒以上の車間距離を保持し，一時停止規制交差点や踏切で

は 4秒以上の停止状態で安全確認を行う運転を安全運転，

できるだけ高い速度（法定速度以内）で走行し，可能であ

れば追い越し，追い抜きを行う運転を先急ぎ運転と説明し，

各運転者にそれぞれ走行させた．自動車の運転は，公道で

の実車実験においての安全面への考慮と，運転者の運転技

量による差を少なくするために，一定以上の運転技量を持
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図 5 実験コース

Fig. 5 The test course.

表 2 移動効率実験コース状況

Table 2 Situation of the test course.

つ自動車学校の指導員 6名が行った．コース 1の目的地点

に到着した後に，両車両をコース 2の出発地点に移動させ，

同様の手順で出発させた．このとき，コース 1で安全運転

を行った運転者はコース 2では先急ぎ運転を，コース 1で

先急ぎの運転を行った運転者はコース 2では安全運転を行

うように指示した．走行終了後に，運転行動分析ソフトウ

エアを用いて，記録データから不安全割合，停止割合，走

行距離，旅行時間，旅行速度，停止回数，強めのブレーキ

回数の算出を行った．また，走行終了後に運転者に対して

疲労感や早着感に関する質問紙による調査を実施した．

4.3 実験コース

実験コースの地図を図 5 に，コース中の踏切や信号など

の道路状況を表 2 に示す．

コース 1は全長 11.5 kmで，信号は 29カ所，一時停止

規制交差点は 5カ所，踏切が 1カ所あった．その詳細は，

出発地点から A地点まで片側 1車線であり踏切が 1カ所，

A地点から B地点は中央線のない道路であり一時停止規制

交差点が 3カ所，B地点から C地点は片側 2車線，C地点

で左折を行いD地点までは片側 1車線であり途中一時停止

規制交差点が 2カ所，D地点から F地点までは片側 2車線

（国道 3号線，昼間 12時間交通量 32,946台 [22]），F地点

から目的地点までも片側 2車線のコースであった．

コース 2は全長 9.8 kmで信号は 26カ所，一時停止規制

交差点は 3カ所，踏切が 1カ所あった．その詳細は，出発

地点から H地点までは片側 2車線，H地点から J地点ま

では片側 2車線（国道 3号線，昼間 12時間交通量 32,946

台），J地点では左折を行い，それから K地点までは片側

1車線であり，一時停止規制交差点が 3カ所，K地点から

国道三号線に戻り，L地点で右折，L地点からM地点まで

表 3 コース 1 実験結果

Table 3 Results of the experiment at the course 1.

図 6 コース 1 での安全運転と先急ぎ運転の旅行時間と不安全割合

Fig. 6 Travel time and unsafe ratio at safe driving and hasty

driving on the course 1.

は片側 2車線，M地点で左折を行い片側 1車線の路地へ入

り，踏切を通過後目的地点となっている．

4.4 実験結果

測定実験は 2012年 2月 13日から 2月 18日にかけて行

い，1コースにつき 6回，合計 12回の走行を測定した．ま

ず，コース 1の出発地点に先急ぎ運転車，安全運転車を待

機させ，先急ぎ運転車が出発した数秒後に安全運転車を出

発させた．このとき，各車両の速度が 0より大きくなった

時点をもって，各車両の出発時刻とした．

測定実験終了後に，測定した実験データについて，運転

行動分析ソフトウエアを用いて詳細分析を行った．

4.4.1 分析結果（コース 1）

コース 1における各走行結果を表 3 に，安全運転と先急

ぎ運転での旅行時間，停止時間，不安全割合を図 6 に示す．

各項目の分析結果については表 4 中コース 1列に示す．

旅行時間については，安全運転車は平均 1,899秒（標準

偏差：246，95%CI：1702，2096）であり，先急ぎ運転車

は平均 1,694秒（標準偏差：174，95%CI：1555，1833）で

あった．最大の差が生じた走行は，走行 IIであり，先急
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表 4 分析結果のまとめ

Table 4 Results of analysis.

ぎ運転の方が 288秒（15.4%）短い結果であった．差が最

小となった走行は，走行 Vであり，先急ぎ運転車の方が

12 秒（0.8%）短い結果であった．停止時間については，

安全運転車は平均 426秒（標準偏差：128，95%CI：324，

528）（平均停止割合：22.1%）であり，先急ぎ運転車では

445秒（標準偏差：112，95%CI：324，528）（平均停止割

合：26.0%）であった．不安全割合については，安全運転で

は平均 1.4%（標準偏差：0.6，95%CI：0.9，1.9）であり，

先急ぎ運転車は平均 36.9%（標準偏差：4.9，95%CI：32.9，

40.9）であった．強めのブレーキ回数については，安全運

転車では平均 0.2回（標準偏差：0.4，95%CI：−0.2，0.5）

であったのに対して先急ぎ運転車では平均 3.5回（標準偏

差：3.6，95%CI：0.6，6.4）であった．コース 1において

は，すべての走行で先急ぎ運転車の方が安全運転車よりも

旅行時間が短く，すべての走行で先急ぎ運転車の方が安全

運転車よりも不安全割合が高かった．

コース 1の走行における，区間ごとの旅行時間および，

信号停止回数を図 7 に示す．旅行時間の差が最大となっ

たのは，走行 IIであったが，これを区間ごとに見ると，区

間 C-Dと区間 F-Gで大きな差が生じていた．この区間の

走行を確認したところ，区間 C-D間では国道三号線へ合流

する際に，国道三号線の交通量が多かったことから，安全

運転車が先急ぎ運転車に比べて長い停止時間を必要とし，

127秒の遅れが生じていた．区間 F-Gでは，安全運転車が

先急ぎ運転車よりも 1回多く信号停止を行ったことと，右

折時の交差車両通過待ち時間が先急ぎ運転車よりも長かっ

たことから，先急ぎ運転車と比べて 123秒の遅れが生じて

いた．

4.4.2 分析結果（コース 2）

コース 2における各走行結果を表 5に，安全運転車と先急

ぎ運転車での旅行時間，停止時間，不安全割合を図 8に示す．

各項目の分析結果については表 4 中のコース 2列に示す．

旅行時間については，安全運転は平均 1,747秒（標準偏差：

165，95%CI：1615，1879）であり，先急ぎ運転車は平均

図 7 旅行時間差最大および最少の走行における旅行時間と信号停

止回数（コース 1）

Fig. 7 Travel times and stopping times at each section of the

driving course 1 on the drivings at maximum and min-

imum difference of travel time.

表 5 コース 2 実験結果

Table 5 Results of the experiment at the course 2.

図 8 コース 2 での安全運転と先急ぎ運転の旅行時間と不安全割合

Fig. 8 Travel time and unsafe ratio at safe driving and hasty

driving on the course 2.

1,667秒（標準偏差：106，95%CI：1582，1751）であった．

最大の差が生じた走行は，走行 IXであり，先急ぎ運転車

の方が 248秒（12.7%）短かった．差が最小となった走行

は，走行 XIIであり，先急ぎ運転車の方が 9秒（0.6%）短

い結果であった．停止時間については，安全運転車は平均

503秒（標準偏差：113，95%CI：413，594）（平均停止割

合：28.5%）であり，先急ぎ運転車は 567秒（標準偏差：

87，95%CI：497，637）（平均停止割合：34.0%）であった．

不安全割合については，安全運転車は平均 1.5%（標準偏
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図 9 旅行時間差最大および最少の走行における旅行時間と信号停

止回数（コース 2）

Fig. 9 Travel times and stopping times at each section of the

driving course 2 on the drivings at maximum and min-

imum difference of travel time.

差：0.9，95%CI：0.7，2.2）であり，先急ぎ運転車は平均

40.2%（標準偏差：9.3，95%CI：32.8，47.6）であった．強

めのブレーキ回数については，安全運転車では 0.0回（標

準偏差：0，95%CI：0，0）であったのに対して先急ぎ運転

車では平均 2.2回（標準偏差：1.8，95%CI：0.7，3.6）で

あった．コース 2においては，6走行中 5走行は先急ぎ運

転車の方が安全運転車よりも旅行時間が短かったが，1走

行については安全運転車の方が短い結果であった．不安全

割合については，コース 1と同様に，すべての走行で先急

ぎ運転車の方が安全運転車よりも高かった．

コース 2の走行における区間ごとの旅行時間および，信

号停止回数を図 9 に示す．旅行時間の差が最大となったの

は，走行 IXであったが，これを区間ごとに見ると，開始

地点-H区間と区間 L-Mで大きな差が生じていた．この区

間の走行を確認したところ，開始地点-H区間では，先急ぎ

運転車が信号停止を必要としなかったのに対して，安全運

転車が 2回の信号停止を必要としたことから，先急ぎ運転

車と比べて 129秒の遅れが生じていた．区間 K-L間では

安全運転車が先急ぎ運転車よりも 1回多く信号停止を行っ

たことによって，先急ぎ運転車と比べて 137秒の遅れが生

じていた．

4.5 移動効率と安全条件についてのまとめ

コース 1の旅行時間は先急ぎ運転において平均 1,694秒，

安全運転では平均 1,899 秒であった．また，コース 2 の

旅行時間は先急ぎ運転において平均 1,667秒，安全運転で

は平均 1,747秒であった．両コースにおいて，不安全割合

は先急ぎ運転で平均 38.6%，安全運転では平均 1.4%であ

り，停止割合は先急ぎ運転において 30.0%，安全運転では

平均 25.5%であった．そこで，先急ぎ運転と安全運転にお

いてこれらの差が有意であるか検定を行った．まず，母

集団の確率分布が正規分布であるか検定したところすべ

て正規分布と仮定できた（p > .05，Kolmogorov-Smirnov

test）．次に，コース 1の旅行時間，コース 2の旅行時間，

不安全割合，停止割合において等分散性の検定したとこ

ろ，不安全割合のみ等分散と仮定できなかった（p < .05，

F test）．これらのことより不安割合においてはWelch’s

表 6 主観評価のための質問内容

Table 6 List of question items for subjective evaluation.

図 10 疲労感や早着感などに関しての主観調査結果

Fig. 10 Results of Questionnaire on tiredness, arrival time and

others.

t-test，その他は Student’s t-testを行った．コース 1の旅

行時間は先急ぎ運転と安全運転において有意差はなかった

（t(12) = 1.666，p > .05，Student’s t-test）．また，コース

2の旅行時間は先急ぎ運転と安全運転において有意差はな

かった（t(12) = 1.005，p > .05，Student’s t-test）．不安

全割合においては，先急ぎ運転の不安全割合が有意に大き

かった（t(24) = 16.718，p < .05，Welch’s t-test）．停止

割合においては，先急ぎ運転の停止割合が有意に大きかっ

た（t(24) = 1.759，p < .05，Student’s t-test）．

4.6 質問紙調査結果

実験後に被験者 6名に対して，表 6 に示す質問紙調査を

実施し，疲労感や早着感に関しての 7段階評価を行った．

その結果を図 10 に示す．
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先急ぎ運転の疲労感については，6名が安全運転より大

きかったと回答した（平均 5.6ポイント）．先急ぎ運転によ

る危険感が安全運転より大であると 6名が回答した（平均

5.6ポイント）．先急ぎ運転での早着感については，6名が

安全運転よりも早く到着したと感じていたと回答した（平

均 2.1ポイント）．6名中 5名が安全運転の方が遅く到着

したと感じたとの回答であった（平均 3ポイント）．また，

6名中 5名が先急ぎ運転の方が緊張したとの回答であった

が，1名は安全運転の方が緊張したとのことであった（平

均 5.1ポイント）．

4.7 考察

本実験における先急ぎ運転の得失を考える．目的地まで

の到着時間（旅行時間）について，先急ぎ運転と安全運転

での最大の差は 288 秒であった．先急ぎ運転をした場合

の方が早く到着する場合が多く，その時間短縮度の平均は

6.6%であったが，統計的には有意な差ではなかった．しか

しながら，走行終了後の質問紙による主観調査では，先急ぎ

運転の方が安全運転よりも早く到着したと 6名全員が回答

しており，先急ぎ運転によって大きな早着感を感じていた．

旅行時間に大きな差が生じた場合もあったが，運転行動分

析ソフトウエアを用いて詳細に解析した結果，その原因は

信号停止と右折時の交差車両通過待ち時間によるものであ

り，安全運転を行ったことによる遅れではなかった．その

一方で，不安全割合は安全運転の場合は平均 1.4%であっ

たのに対して，先急ぎ運転を行った場合は平均 38.6%に及

び，先急ぎ運転によって停止距離よりも短い車間距離で走

行する時間が長くなっていたことが分かった．これは主観

調査の結果とも一致し，先急ぎ運転によって感じる危険感

については，全員が大きな危険感を感じていた．また，先

急ぎ運転の方が疲労した，緊張したとの回答であり，先急

ぎ運転はより疲労が蓄積しやすい運転であったといえる．

これらのことから，先急ぎ運転は時間的に得となる（早

く目的地に着く）とはいえず，逆に損になる（安全運転の

方が早く着く）場合もある．自動車運転における目的地ま

での所要時間は，交通信号や車両密度などの交通環境によ

る影響が大きく，先急ぎ運転を行うことによってほとんど

が決定され，運転技能はほとんど反映されないといえる．

しかしながら，運転者は先急ぎ運転を行うことによって大

きな早着感を得ており，先急ぎ運転の防止には実際の旅行

時間を提示して，先急ぎ運転によって得られる時間的利益

が思ったほど大きくないことを知らしめる必要があると考

えられる．また，先急ぎ運転を行った場合には，不安全割

合が大きくなり，追突事故を起こす可能性が高くなる．さ

らに，緊張状態が長く続くことによって疲労も溜まりやす

くなる．このように，先急ぎ運転は利益よりも不利益が大

きい運転であるといえる．本実験で明らかにしたように，

先急ぎ運転が得とはならず，このことを運転者が認識する

ことで先急ぎ運転を防止し，先急ぎ運転の防止によって追

突事故の防止にもつながると考えられる．

5. おわりに

先急ぎ運転による車間距離の短縮にともなう追突事故防

止のためには，先急ぎ運転による利益よりも不利益の方が

大であると運転者に理解させ，平素の運転において十分な

車間距離を保持した運転を繰り返し訓練していくことが有

効であると考えた．本論文においては，運転者の平素の運

転行動を記録し，運転時の移動効率（旅行時間），その運転

における安全度（危険度）を記録・分析できるシステムの

開発を行った．これによって，運転者が先急ぎ運転を行っ

ていた場合には，先急ぎ運転による旅行時間の短縮が少な

く，不安全度は増加する事実を示すことによって，運転者

は平素の運転から自身の運転行動を見直すことができるよ

うになると考えられる．

本システムによって，先急ぎ運転と安全運転の得失を分

析し，先急ぎ運転の非優位性を明らかにするために，公道

上のコースでの走行実験を行い，走行データの記録，評価，

詳細分析を行った．その結果，安全運転と先急ぎ運転での

旅行時間に統計的な有意差は認められなかった．その一方

で，先急ぎ運転は安全運転に比べて不安全割合は 37.1ポ

イント，停止割合は 4.5ポイント増加し，主観調査によっ

ても先急ぎ運転の方が大きな危険感，疲労感，緊張感を感

じていたことが分かった．また，運転行動分析ソフトウエ

ア詳細な分析を行った結果，自動車運転における目的地ま

での所要時間は，交通信号や車両密度などの交通環境によ

る影響が大きく，先急ぎ運転を行うことで旅行時間の有意

な短縮が得られるとはいえないことを明らかにした．さら

に，安全運転と比べて車間距離が短くなるため衝突事故を

起こす可能性が高くなり，より不安全な運転となる．さら

に，先急ぎ運転時は高い緊張から疲労しやすくもなる．長

時間の運転では，疲れが生じると休息が必要となることか

ら，先急ぎ運転ではより長い休憩時間を必要とするように

なるとも考えられる．このようなことから，先急ぎ運転は

必ずしも利益をもたらす運転ではないことを，移動効率，

衝突事故の危険性および運転時の疲労度によって明らかに

した．このことを，先急ぎ運転を行う運転者に知らしめる

ことにより，運転者の先急ぎ運転に対する意識を改善する

ことができると考えられる．さらに，本システムによって

平素の運転行動の分析が可能となったことで，短い車間距

離で運転する先急ぎ運転を行っている場合には，その非優

位性や不安全性を運転者に対して数量的に提示することが

可能となった．

本システムを安全運転教育のための支援装置として使用

することにより，普段の運転から体験的に先急ぎ運転の非

優位性を教育し，理解させることができるようになると考

えられる．さらに，このような教育を繰り返し行うことで，
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安全な車間距離を保持した運転を習慣付けることができる

と考えられる．さらに，このような教育を行い，先急ぎ運

転の非優位性を理解させることで，他の ITSによる安全運

転支援装置の積極的受け入れにもつながっていくことも期

待できる．ただし，多くの人が速度超過を知らせる警告音

を鳴らしながら走行していたことから，自己による安全運

転管理が行えるのは，安全運転についての正しい知識と積

極的に安全運転を行う意識を持った運転者でなくては難し

いと考えられる．このことから，本システムは安全運転に

ついての正しい知識を持ち，自己による安全運転管理が行

える人が利用した場合に十分な教育効果が望めると考えら

れ，自己による安全運転管理を行えない人については，安

全運転管理者のような運転者に対して安全運転を指導でき

る者による教育や指導を受けることが必要である．また，

旅行時間や不安全割合は交通環境の影響によって変動する

ため，本システムは通勤路などの繰り返し何度も走行する

コースでの利用が適切であり，教育効果の確認をする際に

も同じコースでの走行で比較することが望ましい．これら

のことから，今後の課題として，運転終了後即座に，本シ

ステムによる先急ぎ運転の得失評価を安全運転管理者に通

知し，運転者に対して指導することが可能なシステムの開

発が必要と考える．また，教育効果の確認をする際には同

じコース，同じ時間帯での走行で比較する必要があること

から，コースや時間帯ごとの分析結果を抽出する機能の開

発も必要と考えられる．
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